
第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：地域連携・交通部） (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の方法
の可能性

課（室）名 備考

1
(15)

地域間幹線系統
確保維持費補助
金
 (令和5年度）

三重交通株式会
社
津市中央1番1号

250,005 複数市町をまたぐ地域間の
幹線バスについて、市町、
事業者、県民等が参画する
県協議会で協議のうえ、国
と協調して補助する。

（目的・理由）
地域の生活交通としてのバス
路線を確保・維持する。

（根拠）
地域連携・交通部関係補助金
等交付要綱

（政策）交通・暮らしの
基盤
（施策）公共交通の確
保・充実
（目標）地域の輸送資
源の総動員による持続
可能な移動手段の確
保

地域間の幹線バス路線を
確保・維持していくために
は、補助金の交付が適切で
ある。

交通政策
課

2
(26)

三重県競技力向
上対策本部負担
金
 (令和6年度）

三重県競技力向
上対策本部
津市広明町13番
地

310,134 本県競技スポーツ水準の向
上を図るために要する経費
を負担する。

（目的・理由）
三重県競技力向上対策本部の
事業経費を負担することによ
り、本県競技スポーツ水準の向
上を効果的に推進する。

（根拠）
地域連携・交通部関係補助金
等交付要綱

（政策）文化・スポーツ
（施策）競技スポーツの
推進
（目標）競技力の向上

スポーツ関係団体や学識経
験者等で組織され、安定的
な競技力の向上に取り組む
競技力向上対策本部への
負担金の交付が効果的で
ある。

競技力向
上対策課

地域連携・交通部　1



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

変更前 変更後

1
(1)

交通事業者燃料
価格高騰等対策
支援補助金
(令和5年度）

三重交通株式会
社
津市中央1番1号

燃料価格・エネルギー
価格高騰に直面してい
る交通事業者に対し、
電気料金等の高騰分や
安定的な運行に要する
費用の一部を支援す
る。

151,430 257,975 新型コロナウイルス感染症の影響が長
期化する中、県内の交通事業者におい
て安定的な運行や燃料費高騰分を支援
するため、追加の交付を行ったため。

交通政策課

課（室）名 備考番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所
事業内容

交付決定額
変更の内容及び理由

地域連携・交通部　2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：防災対策部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の方
法の可能性

課（室）名 備考

1
（1）

地域減災力強化
推進補助金
（令和6年度）

志摩市
志摩市阿児町鵜方
3098番地22

93,619 市町において、発
災時に住民の適切
な避難行動につな
げ命を守る取組等
に対し補助する。

（目的・理由）
住民を風水害から守る共助の
推進や、南海トラフ地震対策等
の充実・強化を図る。

（根拠）
防災対策部関係補助金等交付
要綱

（政策）
防災 ・ 減災、 県土の
強靱化

（施策）
地域防災力の向上

（目標）
災害から命を守る適切
な避難の促進

市町の実施する防災・
減災対策事業に財政的
支援を行うことで、事前
に講ずべき対策が進め
られ、災害に対する平時
からの備えに万全を期
することができる。

地域防災
推進課

防災対策部　1



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：防災対策部）  (単位：千円)

変更前 変更後

1
（1）

地域減災力強化
推進補助金
（令和5年度）

志摩市
志摩市阿児町鵜
方3098番地22

市町において、発
災時に住民の適切
な避難行動につな
げ命を守る取組等
に対し補助する。

83,525 37,591 津波避難施設の用地取得の
手続きに時間を要し、当初の
事業計画から遅れが生じたこ
とにより、事業費が変更となっ
たため。

地域防災
推進課

課（室）名 備考番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所
事業内容

交付決定額
変更の内容及び理由

防災対策部　2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

課（室）名 備考

17
(9)

医療施設設備整
備費補助金（共
同利用施設設備
整備事業）
（令和5年度）

日本赤十字社伊
勢赤十字病院
伊勢市船江1丁目
471番2

117,332 共同利用施設又
は地域医療支援
病院として必要な
共同利用高額医
療機器の購入経
費の一部を補助す
る。

（目的・理由）
共同利用を目的とした高額医
療機器を整備することで、共同
利用施設として地域の医療機
関の連携や医療資源の効率的
活用を図る。
（根拠）
医療保健部関係補助金等交付
要綱

（政策）
医療・介護・健康
（施策）
地域医療提供体制の
確保
（目標）
救急医療等の確保

医療機器の共同利
用は、地域の医療機
関間の連携に不可
欠であるとともに、設
備整備には多額の
経費がかかるため、
補助金の交付以外
の方法はない。

医療政策
課

18
(3)

公立大学法人三
重県立看護大学
運営費交付金
(令和6年度)

公立大学法人三
重県立看護大学
津市夢が丘1-1-1

737,964 公立大学法人三
重県立看護大学
の運営費を交付す
る。

（目的・理由）
公立大学法人三重県立看護大
学の適切な運営を確保する。
（根拠）
医療保健部関係補助金等交付
要綱

（政策）
医療・介護・健康
（施策）
地域医療提供体制の
確保
（目標）
医療分野の人材確保

地方独立行政法人
制度においては、必
ずしも独立採算制を
前提としておらず、公
立大学法人三重県
立看護大学が、適切
に運営されるために
は、交付金の交付以
外の方法はない。

同上

19
(4)

公立大学法人三
重県立看護大学
施設整備費補助
金
(令和6年度)

同上 139,100 公立大学法人三
重県立看護大学
が実施する施設・
設備等の整備に要
する経費に対して
補助する。

（目的・理由）
公立大学法人三重県立看護大
学の教育・研究環境の充実を
図る。
（根拠）
医療保健部関係補助金等交付
要綱

同上 地方独立行政法人
制度においては、必
ずしも独立採算制を
前提としておらず、施
設老朽化に伴う大規
模臨時的な改修にあ
たっては、補助金の
交付によって実施す
る以外の方法はな
い。

同上

20
(32)

軽費老人ホーム
運営費補助金
(令和6年度)

社会福祉法人青
山里会
四日市市山田町
5500番地1

71,038 軽費老人ホーム
（Ａ型・ケアハウス）
の運営に必要な経
費に対して補助金
を交付する。

（目的・理由）
軽費老人ホームの安定的な施
設運営を図る。
（根拠）
医療保健部関係補助金等交付
要綱

（政策）
医療・介護・健康
（施策）
介護の基盤整備と人材
確保
（目標）
介護施設サービスの充
実

自宅での生活が困難
な高齢者が低額で利
用できるような施設
の安定的な運営を支
援するためには、施
設運営費の一部を補
助する補助金の交付
以外の方法はない。

長寿介護
課

医療保健部　1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

課（室）名 備考

21
(32)

軽費老人ホーム
運営費補助金
(令和6年度)

社会福祉法人聖フ
ランシスコ会
津市安濃町妙法
寺892

72,679 軽費老人ホーム
（Ａ型・ケアハウス）
の運営に必要な経
費に対して補助金
を交付する。

（目的・理由）
軽費老人ホームの安定的な施
設運営を図る。
（根拠）
医療保健部関係補助金等交付
要綱

（政策）
医療・介護・健康
（施策）
介護の基盤整備と人材
確保
（目標）
介護施設サービスの充
実

自宅での生活が困難
な高齢者が低額で利
用できるような施設
の安定的な運営を支
援するためには、施
設運営費の一部を補
助する補助金の交付
以外の方法はない。

長寿介護
課

22
(35)

三重県地域医療
介護総合確保基
金事業補助金
（令和5年度）

社会福祉法人博
愛会
鈴鹿市平田1丁目
3番15号

73,120 新たな介護サービ
ス施設の整備等に
必要な経費に対し
補助金を交付す
る。

（目的・理由）
介護サービスを必要とする高
齢者の利用ニーズに対応する
新たな介護サービス施設を確
保する。
（根拠）
医療保健部関係補助金等交付
要綱

同上 施設整備に係る経費
が多額のため、この
政策を実現するため
の方法として補助金
の交付以外の方法
はない。

同上

23
(35)

社会福祉施設職
員等退職手当共
済事業給付費補
助金
（令和6年度）

独立行政法人福
祉医療機構
東京都港区虎ノ門
4-3-13

320,830 県内社会福祉施
設等の被共済職
員が退職したとき
に、機構が支給す
る退職手当金の一
部について補助す
る。

（目的・理由）
独立行政法人福祉医療機構が
実施する社会福祉施設職員等
退職手当共済事業に要する経
費を補助することにより、社会
福祉施設職員等の処遇向上を
図る。
（根拠）
医療保健部関係補助金等交付
要綱

（政策）
医療・介護・健康
（施策）
介護の基盤整備と人材
確保
（目標）
介護人材の確保

社会福祉施設職員
等退職手当共済法
第19条に基づき補助
するものであるため、
補助金の交付以外
の方法はない。

同上

24
(43)

障がい者医療費
補助金
（令和6年度）

津市
津市西丸之内23-
1

342,687 市町が実施する障
がい者医療費助成
に要する経費を補
助する。

（目的・理由）
障がい者が経済的な理由に関
わらず必要な医療が受けられ
る環境を整えることにより、障
がい者の健康の保持・増進と
福祉の向上を図る。
（根拠）
医療保健部関係補助金等交付
要綱

（政策）
医療・介護・健康
（施策）
地域医療提供体制の
確保
（目標）
適正な医療保険制度
の確保

障がい者の医療費に
係る負担を軽減する
ための方法として
は、補助金の交付以
外の方法はない。

国民健康
保険課

医療保健部　2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

課（室）名 備考

25
(43)

障がい者医療費
補助金
（令和6年度）

四日市市
四日市市諏訪町
1-5

325,566 市町が実施する障
がい者医療費助成
に要する経費を補
助する。

（目的・理由）
障がい者が経済的な理由に関
わらず必要な医療が受けられ
る環境を整えることにより、障
がい者の健康の保持・増進と
福祉の向上を図る。
（根拠）
医療保健部関係補助金等交付
要綱

（政策）
医療・介護・健康
（施策）
地域医療提供体制の
確保
（目標）
適正な医療保険制度
の確保

障がい者の医療費に
係る負担を軽減する
ための方法として
は、補助金の交付以
外の方法はない。

国民健康
保険課

26
(43)

同上 伊勢市
伊勢市岩渕1-7-
29

153,073 同上 同上 同上 同上 同上

27
(43)

同上 松阪市
松阪市殿町1340-
1

227,575 同上 同上 同上 同上 同上

28
(43)

同上 桑名市
桑名市中央町2-
37

153,519 同上 同上 同上 同上 同上

29
(43)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1-18-
18

234,957 同上 同上 同上 同上 同上

30
(43)

同上 名張市
名張市鴻之台1-1

92,795 同上 同上 同上 同上 同上

31
(43)

同上 伊賀市
伊賀市四十九町
3184

99,812 同上 同上 同上 同上 同上

32
(44)

子ども医療費補
助金
（令和6年度）

津市
津市西丸之内23-
1

397,763 市町が実施する子
ども医療費助成に
要する経費を補助
する。

（目的・理由）
子どもが経済的な理由に関わ
らず必要な医療が受けられる
環境を整えることにより、子ども
の健康の保持・増進と福祉の
向上を図る。
（根拠）
医療保健部関係補助金等交付
要綱

同上 子どもの医療費に係
る負担を軽減するた
めの方法としては、
補助金の交付以外
の方法はない。

同上

医療保健部　3



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

課（室）名 備考

33
(44)

子ども医療費補
助金
（令和6年度）

四日市市
四日市市諏訪町
1-5

397,097 市町が実施する子
ども医療費助成に
要する経費を補助
する。

（目的・理由）
子どもが経済的な理由に関わ
らず必要な医療が受けられる
環境を整えることにより、子ども
の健康の保持・増進と福祉の
向上を図る。
（根拠）
医療保健部関係補助金等交付
要綱

（政策）
医療・介護・健康
（施策）
地域医療提供体制の
確保
（目標）
適正な医療保険制度
の確保

子どもの医療費に係
る負担を軽減するた
めの方法としては、
補助金の交付以外
の方法はない。

国民健康
保険課

34
(44)

同上 伊勢市
伊勢市岩渕1-7-
29

152,413 同上 同上 同上 同上 同上

35
(44)

同上 松阪市
松阪市殿町1340-
1

213,914 同上 同上 同上 同上 同上

36
(44)

同上 桑名市
桑名市中央町2-
37

173,598 同上 同上 同上 同上 同上

37
(44)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1-18-
18

272,783 同上 同上 同上 同上 同上

38
(44)

同上 名張市
名張市鴻之台1-1

96,798 同上 同上 同上 同上 同上

39
(44)

同上 亀山市
亀山市本丸町577

78,400 同上 同上 同上 同上 同上

40
(44)

同上 伊賀市
伊賀市四十九町
3184

92,033 同上 同上 同上 同上 同上

医療保健部　4



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

課（室）名 備考

41
(48)

一人親家庭等医
療費補助金
（令和5年度）

津市
津市西丸之内23-
1

72,851 市町が実施する一
人親家庭等医療
費助成に要する経
費を補助する。

（目的・理由）
一人親家庭等の母又は父及び
児童が経済的な理由に関わら
ず必要な医療が受けられる環
境を整えることにより、一人親
家庭等の健康の保持・増進と
福祉の向上を図る。
（根拠）
医療保健部関係補助金等交付
要綱

（政策）
医療・介護・健康
（施策）
地域医療提供体制の
確保
（目標）
適正な医療保険制度
の確保

一人親家庭等の医
療費に係る負担を軽
減するための方法と
しては、補助金の交
付以外の方法はな
い。

国民健康
保険課

医療保健部　5



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

変更前 変更後

3
(28)

公立大学法人三
重県立看護大学
運営費交付金
(令和5年度)

公立大学法人三
重県立看護大学
津市夢が丘1-1-1

公立大学法人三
重県立看護大学
の運営費を交付す
る。

778,071 746,702 人件費及び業務運営費に係
る額が確定したため。

医療政策
課

4
(96)

障がい者医療費
補助金
（令和5年度）

津市
津市西丸之内23-
1

市町が実施する障
がい者医療費助成
に要する経費を補
助する。

332,825 335,808 県補助額算定に係る数値が
確定したため。

国民健康
保険課

5
(97)

同上 四日市市
四日市市諏訪町
1-5

同上 343,834 314,284 同上 同上

6
(98)

同上 伊勢市
伊勢市岩渕1-7-
29

同上 153,166 152,268 同上 同上

7
(99)

同上 松阪市
松阪市殿町1340-
1

同上 220,747 173,223 同上 同上

8
(100)

同上 桑名市
桑名市中央町2-
37

同上 141,114 148,677 同上 同上

9
(101)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1-18-
18

同上 252,880 225,825 同上 同上

10
(102)

同上 名張市
名張市鴻之台1-1

同上 90,104 88,049 同上 同上

11
(103)

同上 志摩市
志摩市阿児町鵜
方3098-22

同上 70,521 68,049 同上 同上

12
(104)

同上 伊賀市
伊賀市四十九町
3184

同上 102,374 98,004 同上 同上

課（室）名 備考番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所
事業内容

交付決定額
変更の内容及び理由

医療保健部　6



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

変更前 変更後
課（室）名 備考番号 補助金等の名称

補助事業者の氏名
及び住所

事業内容
交付決定額

変更の内容及び理由

13
(105)

子ども医療費補
助金
（令和5年度）

津市
津市西丸之内23-
1

市町が実施する子
ども医療費助成に
要する経費を補助
する。

336,887 411,075 県補助額算定に係る数値が
確定したため。

国民健康
保険課

14
(106)

同上 四日市市
四日市市諏訪町
1-5

同上 326,904 436,076 同上 同上

15
(107)

同上 伊勢市
伊勢市岩渕1-7-
29

同上 114,977 157,988 同上 同上

16
(108)

同上 松阪市
松阪市殿町1340-
1

同上 214,280 207,180 同上 同上

17
(109)

同上 桑名市
桑名市中央町2-
37

同上 177,141 191,289 同上 同上

18
(110)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1-18-
18

同上 260,202 278,267 同上 同上

19
(111)

同上 名張市
名張市鴻之台1-1

同上 82,918 97,089 同上 同上

20
(112)

同上 亀山市
亀山市本丸町577

同上 79,000 81,881 同上 同上

21
(113)

同上 伊賀市
伊賀市四十九町
3184

同上 77,487 96,347 同上 同上

医療保健部　7



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

2
(24)

生活困窮者就労
準備支援事業費
等補助金

社会福祉法人三重
県社会福祉協議会
津市桜橋2丁目131

223,344 判断能力に不安の
ある認知症高齢者
や知的障がい者等
が安心して暮らし
ていけるよう、三重
県社会福祉協議会
が行う福祉サービ
スの利用援助等を
支援する。

（目的・理由）
認知症高齢者、知的障がい者、
精神障がい者など判断能力が
不十分な方が自立した地域生
活を送れるよう福祉サービスの
利用援助等を行い、その方の
権利擁護に資する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助金等交
付要綱

（政策）
福祉

（施策）
地域福祉の推進

（目標）
地域福祉活動の推進と
質の高い福祉サービス
の提供

社会福祉法に基づ
き、県内において同じ
支援が受けられるた
めには、実施主体で
ある県社会福祉協議
会への補助金の交付
以外の方法はない。

地域福祉
課

3
(39)

地域子ども・子育
て支援事業費補
助金

津市
津市西丸之内23-1

392,214 地域子ども・子育
て支援事業を実施
する市町に対して
補助を行うことによ
り、子ども・子育て
家庭を支援し、子
育て環境の充実を
図る。

（目的・理由）
市町子ども・子育て支援事業計
画に基づいて実施される地域
子ども・子育て支援事業の実施
を支援する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助金等交
付要綱

（政策）
子ども

（施策）
幼児教育・保育の充実

（目標）
放課後児童対策の推
進

地域子ども・子育て
支援事業には12の事
業が含まれており、
その全てが円滑に推
進できるように支援
するための有効な手
段は、補助金を交付
する以外に方法はな
い。

子どもの
育ち支援
課

4
(39)

同上 四日市市
四日市市諏訪町1-
5

272,666 同上 同上 同上 同上 同上

5
(39)

同上 伊勢市
伊勢市岩渕1丁目
7-29

125,001 同上 同上 同上 同上 同上

6
(39)

同上 松阪市
松阪市殿町1340-1

125,278 同上 同上 同上 同上 同上

（部局名：子ども・福祉部）

子ども・福祉部　1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：子ども・福祉部）

7
(39)

地域子ども・子育
て支援事業費補
助金

桑名市
桑名市中央町2-37

129,522 地域子ども・子育
て支援事業を実施
する市町に対して
補助を行うことによ
り、子ども・子育て
家庭を支援し、子
育て環境の充実を
図る。

（目的・理由）
市町子ども・子育て支援事業計
画に基づいて実施される地域
子ども・子育て支援事業の実施
を支援する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助金等交
付要綱

（政策）
子ども

（施策）
幼児教育・保育の充実

（目標）
放課後児童対策の推
進

地域子ども・子育て
支援事業には12の事
業が含まれており、
その全てが円滑に推
進できるように支援
するための有効な手
段は、補助金を交付
する以外に方法はな
い。

子どもの
育ち支援
課

8
(39)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1丁目
18-18

223,793 同上 同上 同上 同上 同上

9
(39)

同上 亀山市
亀山市本丸町577

73,877 同上 同上 同上 同上 同上

10
(32)

私立幼稚園等振
興補助金（令和5
年度）

学校法人八郷学園
四日市市千代田町
459

84,510 私立幼稚園等の教
育に係る経常的経
費に対して補助を
行う。

（目的・理由）
私立学校の建学の精神に基づ
いた特色ある教育の向上への
支援及び保護者の経済的負担
の軽減を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助金等交
付要綱

（政策）
子ども

（施策）
幼児教育・保育の充実

（目標）
幼児教育・保育サービ
スの充実

経常費に係る経費が
多額のため、この政
策を実現するための
方法として補助金の
交付以外に方法はな
い。

同上

11
(32)

同上 学校法人宣真学園
鈴鹿市鈴鹿ハイツ
5-45

92,431 同上 同上 同上 同上 同上

12
(32)

同上 学校法人鈴鹿学園
鈴鹿市神戸2丁目
20-18

79,272 同上 同上 同上 同上 同上

子ども・福祉部　2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：子ども・福祉部）

13
(32)

私立幼稚園等振
興補助金（令和5
年度）

学校法人古市学園
鈴鹿市道伯1丁目
12-27

111,495 私立幼稚園等の教
育に係る経常的経
費に対して補助を
行う。

（目的・理由）
私立学校の建学の精神に基づ
いた特色ある教育の向上への
支援及び保護者の経済的負担
の軽減を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助金等交
付要綱

（政策）
子ども

（施策）
幼児教育・保育の充実

（目標）
幼児教育・保育サービ
スの充実

経常費に係る経費が
多額のため、この政
策を実現するための
方法として補助金の
交付以外に方法はな
い。

子どもの
育ち支援
課

14
(32)

同上 学校法人大川学園
津市大谷町240

85,696 同上 同上 同上 同上 同上

15
(33)

施設型給付費・
地域型保育給付
費補助金

津市
津市西丸之内23-1

96,177 特定教育・保育施
設に係る施設型給
付費等の支給に要
する費用を補助す
る。

（目的・理由）
特定教育・保育施設等の設備
及び運営に関する基準を維持
する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助金等交
付要綱

同上 施設の運営等に係る
経費が多額のため、
この政策を実現する
ための方法として補
助金の交付以外に方
法はない。

同上

16
(33)

同上 四日市市
四日市市諏訪町1-
5

108,669 同上 同上 同上 同上 同上

子ども・福祉部　3



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：子ども・福祉部）

17
(59)

三重県出産・子
育て応援交付金

四日市市
四日市市諏訪町1-
5

85,124 市町が伴走型相談
支援（妊娠期から
出産・子育てまで
一貫して身近で相
談に応じ、様々な
ニーズに即した必
要な支援につなぐ）
及び経済的支援
（妊娠届出や出産
届出を行った妊婦
等に対する計10万
円相当の給付）を
一体として実施す
る事業に係る費用
に対し、国の要綱
で定める国及び県
の負担分を交付す
る。

（目的・理由）
妊娠期から出産・子育てまで一
貫して身近で相談に応じ、様々
なニーズに即した必要な支援に
つなぐ伴走型相談支援の充実
を図るとともに、出産育児関連
用品の購入費助成や子育て支
援サー ビスの利用負担軽減を
図る出産・子育て応援給付金を
一体的に実施することで、全て
の妊婦・子育て家庭が安心して
出産・子育てができる環境の整
備を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助金等交
付要綱

（政策）
子ども

（施策）
結婚・妊娠・出産の支
援

（目標）
切れ目のない妊産婦・
乳幼児ケアの充実

本事業が円滑に推進
できるように支援する
ための有効な手段
は、実施主体である
市町に交付金を交付
する以外に方法はな
い。

子どもの
育ち支援
課

18
(71)
(73)

低所得のひとり
親世帯への生活
応援給付金

津市
津市西丸之内23-1

108,478 低所得のひとり親
世帯への生活応援
給付金の支給を行
う市町に対して事
業の実施に要する
経費の補助を行
う。

（目的・理由）
物価高騰に直面する低所得の
ひとり親世帯に対して、生活応
援給付金の支給を行うことで、
安定した生活を送れるよう支援
する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助金等交
付要綱

（政策）
子ども

（施策）
子どもが豊かに育つ環
境づくり

（目標）
子どもの育ちを支える
地域社会づくり

低所得のひとり親世
帯への生活応援給付
金の支給対象である
児童扶養手当受給者
に、迅速かつ円滑に
給付できるようにする
ための有効な手段
は、実施主体である
市町に補助金を交付
する以外に方法はな
い。

家庭福
祉・施設
整備課

19
(71)
(73)

同上 四日市市
四日市市諏訪町1-
5

118,178 同上 同上 同上 同上 同上

20
(71)
(73)

同上 松阪市
松阪市殿町1340-1

80,830 同上 同上 同上 同上 同上

子ども・福祉部　4



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：子ども・福祉部）

21
(71)
(73)

低所得のひとり
親世帯への生活
応援給付金

鈴鹿市
鈴鹿市神戸1丁目
18-18

79,562 低所得のひとり親
世帯への生活応援
給付金の支給を行
う市町に対して事
業の実施に要する
経費の補助を行
う。

（目的・理由）
物価高騰に直面する低所得の
ひとり親世帯に対して、生活応
援給付金の支給を行うことで、
安定した生活を送れるよう支援
する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助金等交
付要綱

（政策）
子ども

（施策）
子どもが豊かに育つ環
境づくり

（目標）
子どもの育ちを支える
地域社会づくり

低所得のひとり親世
帯への生活応援給付
金の支給対象である
児童扶養手当受給者
に、迅速かつ円滑に
給付できるようにする
ための有効な手段
は、実施主体である
市町に補助金を交付
する以外に方法はな
い。

家庭福
祉・施設
整備課

22
(28)

私立幼稚園等振
興補助金（令和6
年度）

学校法人あおい学
園
四日市市大矢知町
2700

85,487 私立幼稚園等の教
育に係る経常的経
費に対して補助を
行う。

（目的・理由）
私立学校の建学の精神に基づ
いた特色ある教育の向上への
支援及び保護者の経済的負担
の軽減を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助金等交
付要綱

（政策）
子ども

（施策）
幼児教育・保育の充実

（目標）
幼児教育・保育サービ
スの充実

経常費に係る経費が
多額のため、この政
策を実現するための
方法として補助金の
交付以外に方法はな
い。

子どもの
育ち支援
課

23
(28)

同上 学校法人津田学園
四日市市笹川1丁
目106-2

176,896 同上 同上 同上 同上 同上

子ども・福祉部　5



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：子ども・福祉部）

24
(9)

三重県交通施設
バリアフリー化設
備モデル整備補
助金（令和6年
度）

三岐鉄道株式会社
四日市市富田3丁
目22-83

90,334 鉄道事業者又は軌
道経営者が行う駅
におけるバリアフ
リー化設備モデル
整備事業に要する
経費の一部に対し
て、予算の範囲内
において補助金を
交付することによ
り、高齢者・障がい
者等の移動の円滑
化を促進し、もって
高齢社会の到来に
備えるとともに、障
がい者等の自立と
社会参画の要請に
応える。

（目的・理由）
ICカードシステム及び障がい者
割引ICカードシステムを導入す
ることにより、高齢者・障がい者
等の移動の円滑化を促進する
とともに、障がい者等の自立と
社会参画の要請に応える。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助金等交
付要綱

（政策）
福祉

（施策）
地域福祉の推進

（目標）
ユニバーサルデザイン
のまちづくりの推進

この政策の実現に
は、事業者に多額の
設備投資を促す必要
があることから、有効
な方法として補助金
の交付以外にはな
い。

家庭福
祉・施設
整備課

子ども・福祉部　6



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：子ども・福祉部）  (単位：千円)

変更前 変更後

1
(12)

私立幼稚園等振
興補助金（令和5
年度）

学校法人あおい学
園
四日市市大矢知
町2700

私立幼稚園等の
教育に係る経常的
経費に対して補助
を行う。

83,678 142,480 補助金配分額が確定したた
め。

子どもの
育ち支援
課

2
(13)

同上 学校法人津田学
園
四日市市笹川1丁
目106-2

同上 173,394 294,829 同上 同上

課（室）名 備考番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所
事業内容

交付決定額
変更の内容及び理由

子ども・福祉部　7



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

1
（2）

私学振興会退職
基金事業補助金
（令和5年度）

公益社団法人三重
県私学振興会
津市上浜町1丁目
293-4

139,008 私立学校教職員へ
の安定した退職金
の支給に係る支援
を行う。

（目的・理由）
私立学校教職員の退職金事業
への助成を行うことにより、その
処遇の安定化を図る。
（根拠）
環境生活部関係補助金等交付
要綱

（政策）
教育
（施策）
学びを支える教育環境
の整備
（目標）
私学教育の振興

私立学校教職員の処
遇の充実を図るうえ
では、退職基金の安
定化のための補助金
の交付が適当であ
る。

私学課

2
（3）

日本私立学校振
興・共済事業団
補助金
（令和5年度）

日本私立学校振
興・共済事業団
東京都文京区湯島
1丁目7-5

85,143 私立学校教職員の
長期共済事業の安
定した運営に係る
支援を行う。

（目的・理由）
私立学校教職員の長期共済事
業への助成を行うことにより、そ
の処遇の安定化を図る。
（根拠）
環境生活部関係補助金等交付
要綱

同上 私立学校教職員の処
遇の充実を図るうえ
では、長期共済事業
の安定化のための補
助金の交付が適当で
ある。

同上

3
（1）

私立高等学校等
振興補助金
（令和5年度）

学校法人愛農学園
伊賀市別府690

76,560 私立高等学校等に
おける教育に係る
経常的経費に助成
する。

（目的・理由）
私立学校の建学の精神に基づ
いた特色ある教育の向上への
支援及び保護者の経済的負担
の軽減を図る。
（根拠）
私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金等交付
要綱

同上 公教育の一翼を担っ
ている私立学校に対
して、支援を行ううえ
では、経常的経費に
係る補助金の交付が
適当である。

同上

4
（1）

私立高等学校等
振興補助金
（令和6年度）

学校法人津田学園
四日市市笹川1丁
目106-2

244,674 同上 同上 同上 同上 同上

5
（1）

同上 学校法人暁学園
四日市市萱生町
238

374,284 同上 同上 同上 同上 同上

6
（1）

同上 学校法人四日市メ
リノール学院
四日市市平尾町
2800

145,843 同上 同上 同上 同上 同上

7
（1）

同上 学校法人エスコラ
ピオス学園
四日市市追分1丁
目9-34

237,656 同上 同上 同上 同上 同上

環境生活部　1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

8
（1）

私立高等学校等
振興補助金
（令和6年度）

学校法人鈴鹿享栄
学園
鈴鹿市庄野町1260

367,316 私立高等学校等に
おける教育に係る
経常的経費に助成
する。

（目的・理由）
私立学校の建学の精神に基づ
いた特色ある教育の向上への
支援及び保護者の経済的負担
の軽減を図る。
（根拠）
私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金等交付
要綱

（政策）
教育
（施策）
学びを支える教育環境
の整備
（目標）
私学教育の振興

公教育の一翼を担っ
ている私立学校に対
して、支援を行ううえ
では、経常的経費に
係る補助金の交付が
適当である。

私学課

9
（1）

同上 学校法人高田学苑
津市大里窪田町字
下沢2865-1

430,382 同上 同上 同上 同上 同上

10
（1）

同上 学校法人セントヨ
ゼフ女子学園
津市半田1330

123,281 同上 同上 同上 同上 同上

11
（1）

同上 学校法人三重高等
学校
松阪市久保町1232

380,386 同上 同上 同上 同上 同上

12
（1）

同上 学校法人皇學館
伊勢市神田久志本
町1704

227,174 同上 同上 同上 同上 同上

13
（1）

同上 学校法人伊勢学園
伊勢市黒瀬町562-
13

142,632 同上 同上 同上 同上 同上

14
（1）

同上 学校法人日生学園
津市白山町八対野
2739

170,123 同上 同上 同上 同上 同上

15
（4）

私立特別支援学
校振興補助金
（令和6年度）

学校法人特別支援
学校聖母の家学園
四日市市波木町
330-5

243,157 私立特別支援学校
における教育に係
る経常的経費に助
成する。

同上 同上 同上 同上

環境生活部　2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

16
（26）

隣保館運営費等
補助金
（令和5年度）

津市
津市西丸之内23-1

71,682 市町が設置してい
る隣保館等におい
て実施している相
談事業、啓発及び
広報活動、地域交
流事業等に対して
補助を行う。

（目的・理由）
市町が実施する隣保館におけ
る相談事業、啓発及び広報活
動、地域交流事業等に要する
費用の一部を補助することによ
り、福祉の向上及び人権課題
の解決を図る。
（根拠）
地方改善事業費（隣保館運営
費等）補助金交付要綱
環境生活部関係補助金等交付
要綱

（政策）
人権・ダイバーシティ
（施策）
人権が尊重される社会
づくり
（目標）
人権が尊重されるまち
づくりと人権啓発の推
進

市町の人権啓発等の
拠点である隣保館の
事業を円滑に進める
ための支援としては、
経常経費にかかる補
助金の交付が適当で
ある。

人権課

17
（21）

生活基盤施設耐
震化等補助金
（令和6年度）

133,368 市町等が行う水道
施設の耐震化や老
朽化対策及び水道
事業の広域化の取
組を支援するた
め、これらの施設
整備に要する経費
に対し、国の交付
金を財源とした補
助を行う。

（目的・理由）
市町等が行う水道施設の耐震
化等の取組を支援することによ
り、県民生活の基盤を強化し、
公衆衛生の向上と生活環境の
改善に寄与する。
（根拠）
生活基盤施設耐震化等交付金
交付要綱
環境生活部関係補助金等交付
要綱

(政策）
交通・暮らしの基盤
（施策）
水の安定供給と土地の
適正な利用
（目標）
水資源の確保と水の安
全・安定供給

災害時等においても
安定した給水を確保
するため、市町等が
行う水道施設の耐震
化等の施設整備に要
する経費に対する支
援として、補助金の
交付が適当である。

大気・水
環境課

18
（25）

同上 志摩市
志摩市阿児町鵜方
3098-22

77,542 同上 同上 同上 同上 同上

環境生活部　3
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第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

変更前 変更後

1
（4）

私立高等学校等
振興補助金
（令和5年度）

学校法人津田学
園
四日市市笹川1丁
目106-2

私立高等学校等に
おける教育に係る
経常的経費に助成
する。

235,316 408,710 補助金取扱要領に基づき、暫
定的な交付決定を行っている
ため。

私学課

2
（5）

同上 学校法人暁学園
四日市市萱生町
238

同上 387,865 623,806 同上 同上

3
（6）

同上 学校法人四日市メ
リノール学院
四日市市平尾町
2800

同上 144,705 240,717 同上 同上

4
（7）

同上 学校法人エスコラ
ピオス学園
四日市市追分1丁
目9-34

同上 229,677 396,093 同上 同上

5
（8）

同上 学校法人鈴鹿享
栄学園
鈴鹿市庄野町
1260

同上 361,068 612,193 同上 同上

6
（9）

同上 学校法人高田学
苑
津市大里窪田町
字下沢2865-1

同上 412,242 717,303 同上 同上

7
（10）

同上 学校法人セントヨ
ゼフ女子学園
津市半田1330

同上 122,004 205,467 同上 同上

8
（11）

同上 学校法人三重高
等学校
松阪市久保町
1232

同上 364,858 633,976 同上 同上

課（室）名 備考番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所
事業内容

交付決定額
変更の内容及び理由

環境生活部　4



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

変更前 変更後
課（室）名 備考番号 補助金等の名称

補助事業者の氏名
及び住所

事業内容
交付決定額

変更の内容及び理由

9
（12）

私立高等学校等
振興補助金
（令和5年度）

学校法人皇學館
伊勢市神田久志
本町1704

私立高等学校等に
おける教育に係る
経常的経費に助成
する。

218,321 385,011 補助金取扱要領に基づき、暫
定的な交付決定を行っている
ため。

私学課

10
（13）

同上 学校法人伊勢学
園
伊勢市黒瀬町
562-13

同上 141,627 237,719 同上 同上

11
（14）

同上 学校法人日生学
園
津市白山町八対
野2739

同上 160,992 287,557 同上 同上

12
（17）

生活基盤施設耐
震化等補助金
（令和5年度）

津市
津市西丸之内23
-1

市町等が行う水道
施設の耐震化や
老朽化対策及び水
道事業の広域化
の取組を支援する
ため、これらの施
設整備に要する経
費に対し、国の交
付金を財源とした
補助を行う。

447,377 446,878 入札差金による減額。 大気・水
環境課

13
（19）

同上 多気町
多気郡多気町相
可1600

同上 73,333 41,000 設計精査、入札差金及び精算
による減額。

同上

環境生活部　5



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

2
(15)

農地中間管理機
構事業費補助金
(令和6年度)

公益財団法人三重
県農林水産支援セ
ンター
松阪市嬉野川北町
530

91,000 農地中間管理事業
の実施及び運営に
必要な経費を補助
する。

（目的・理由）
農地中間管理事業の円滑な実
施を図ることで、担い手への農
地集積・集約化を促進する。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

（政策）
農林水産業
（施策）
農業の振興
（目標）
農業の担い手の確保・
育成

農地中間管理事業
は、公益性が高く活
動に多額の経費を要
することから補助金
の交付以外に有効な
方法はない。

担い手支
援課

3
（1）

米・麦・大豆生産
総合対策事業費
補助金
（令和5年度）

松阪市
松阪市殿町
1340-1

220,000 麦・大豆の増産を
めざす産地におけ
る収益力向上を目
的に生産拡大に向
けた施設整備、機
械等の導入を支援
する。

（目的・理由）
産地が地域の営農戦略に基づ
き関係機関と連携して実施す
る、地域の強みを活かしたイノ
ベーションの実現に向けた取組
を総合的に支援し、産地の収益
力の強化を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

（政策）
農林水産業
（施策）
農業の振興
（目標）
需要に応じた農産物の
供給と研究開発

農業の振興、食料の
安定供給のため、民
間だけでは採算性や
リスクの観点から負
担しきれない多額の
費用を要する農業用
施設整備であり、補
助金の交付以外に有
効な方法はない。

農産園芸
課

（部局名：農林水産部）

農林水産部　1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：農林水産部）

4
(136)

飼料価格高騰緊
急対策事業費補
助金
（令和5年度）

一般社団法人三重
県畜産協会
津市桜橋1丁目649

80,582 県内に農場等を有
している畜産農家
に対し、配合飼料・
粗飼料の購入にか
かる経費の一部を
補助する。

（目的・理由）
配合飼料・粗飼料価格の高騰
が長期化し、国補てん制度の対
象とならない農家負担額が大幅
に増加しており、畜産経営の存
続が危ぶまれる状況にあること
から、緊急的に支援する。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

（政策）
農林水産業
（施策）
農業の振興
（目標）
需要に応じた畜産物の
供給と研究開発

飼料価格が高騰し、
国補てん制度の対象
とならない農家負担
額が大幅に増加して
いる。畜産経営に占
める飼料費の割合は
30～60%前後と高く、
県内畜産経営の存続
のためには多額の経
費を必要とすることか
ら、施策の目的を実
現するためには補助
金の交付以外に有効
な方法はない。

畜産課

5
(136)

同上 三重県酪農農業協
同組合
松阪市嬉野
下之庄町753

88,906 同上 同上 同上 同上 同上

6
(43)

団体営ため池等
整備事業費補助
金
（令和5年度）

津市
津市西丸之内
23-1

75,000 土地改良施設の整
備に要する経費、
整備に必要となる
調査・測量・設計に
要する経費を補助
する。

（目的・理由）
老朽化対策や地震・豪雨対策
が必要な土地改良施設につい
て、適切な対策を実施し、施設
の健全化を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

（政策）
農林水産業
（施策）
農山漁村の振興
（目標）
安全・安心な農村づくり

土地改良施設は、農
業の振興に不可欠で
あるとともに、本事業
の実施にあたっては
多額の経費を必要と
することから、施策の
目的を実現するため
には補助金の交付以
外に有効な方法はな
い。

農業基盤
整備課

農林水産部　2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：農林水産部）

7
(42)

団体営ため池等
整備事業費補助
金
（令和6年度）

伊賀市
伊賀市四十九町
3184

108,380 土地改良施設の整
備に要する経費、
整備に必要となる
調査・測量・設計に
要する経費を補助
する。

（目的・理由）
老朽化対策や地震・豪雨対策
が必要な土地改良施設につい
て、適切な対策を実施し、施設
の健全化を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

（政策）
農林水産業
（施策）
農山漁村の振興
（目標）
安全・安心な農村づくり

土地改良施設は、農
業の振興に不可欠で
あるとともに、本事業
の実施にあたっては
多額の経費を必要と
することから、施策の
目的を実現するため
には補助金の交付以
外に有効な方法はな
い。

農業基盤
整備課

8
(46)

三重用水施設管
理費負担金
（令和6年度）

独立行政法人水資
源機構
埼玉県さいたま市
中央区新都心
11-2

123,939 農水・上水・工水の
多目的大規模利水
事業として整備さ
れ、独立行政法人
水資源機構が管理
する三重用水にお
ける農業用水の管
理に要する経費を
負担する。

（目的・理由）
適切な施設管理により、農業用
水を安定的に供給し、農業生産
基盤の安定を図る。
（根拠）
独立行政法人水資源機構法

同上 水資源を効率的に利
用し、広範囲にわた
る地域に農業用水の
安定供給を図る事業
であり、施設管理に
多額の経費を要する
ことから、施策の目
的を実現するために
は補助金の交付以外
に有効な方法はな
い。

同上

9
(87)

多面的機能支払
交付金
 （令和6年度）

津市
津市西丸之内
23-1

135,692 国事業である多面
的機能支払の実施
要綱・実施要領に
基づき、農地・農業
用施設等の資源の
保全管理活動と生
物多様性保全、景
観形成などの農村
環境の保全のため
の活動を支援す
る。

（目的・理由）
農業の有する多面的機能の発
揮の促進に関する法律に基づ
き、農業・農村の多面的機能の
発揮のための地域活動や営農
の継続等に対して支援する。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

（政策）
農林水産業
（施策）
農山漁村の振興
（目標）
農山漁村の有する多面
的機能の維持・発揮

多面的機能を有し、
社会共通資本である
農地・農業用水等に
ついて、地域の様々
な主体の参画による
施設の維持管理を推
進するためには、補
助金の交付以外に有
効な方法はない。

農山漁村
づくり課

農林水産部　3



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：農林水産部）

10
(88)

多面的機能支払
交付金
 （令和6年度）

松阪市
松阪市殿町
1340-1

143,366 国事業である多面
的機能支払の実施
要綱・実施要領に
基づき、農地・農業
用施設等の資源の
保全管理活動と生
物多様性保全、景
観形成などの農村
環境の保全のため
の活動を支援す
る。

（目的・理由）
農業の有する多面的機能の発
揮の促進に関する法律に基づ
き、農業・農村の多面的機能の
発揮のための地域活動や営農
の継続等に対して支援する。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

（政策）
農林水産業
（施策）
農山漁村の振興
（目標）
農山漁村の有する多面
的機能の維持・発揮

多面的機能を有し、
社会共通資本である
農地・農業用水等に
ついて、地域の様々
な主体の参画による
施設の維持管理を推
進するためには、補
助金の交付以外に有
効な方法はない。

農山漁村
づくり課

11
(91)

同上 伊勢市
伊勢市岩渕1丁目
7-29

81,030 同上 同上 同上 同上 同上

12
(93)

同上 伊賀市
伊賀市四十九町
3184

144,980 同上 同上 同上 同上 同上

13
(76)

中山間地域等直
接支払事業交付
金
（令和6年度）

同上 92,249 中山間地域等にお
ける耕作放棄の未
然防止を図るた
め、条件不利農地
の耕作者に対し
て、生産条件格差
相当額を交付す
る。

（目的・理由）
中山間地域等において農業生
産の維持を図りつつ多面的機
能を確保するために耕作放棄
の主要因である生産条件の格
差を補正する。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

同上 農業生産活動の維持
と、多面的機能の確
保に向けて、中山間
地域等と平坦地域と
の生産条件格差を補
正するためには、補
助金の交付以外に有
効な方法はない。

同上

農林水産部　4



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：農林水産部）

14
(98)

林業・木材産業
構造改革事業費
補助金
（令和6年度）

学校法人前島学園
伊勢市小俣町元町
214-3

90,000 公共建築物の木
造・木質化に要す
る経費を補助す
る。

（目的・理由）
公共建築物の木造・木質化を
促進し、脱炭素社会の実現、森
林の多面的機能の発揮及び地
域経済の活性化を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

（政策）
農林水産業
（施策）
林業の振興と森林づく
り
（目標）
「緑の循環」の推進と県
産材の利用の促進

保育園の施設整備に
は多額の経費がかか
るため、保育園の木
造・木質化を推進す
るためには、補助金
を交付する以外に方
法はない。

森林・林
業経営課

15
(106)

林道事業費補助
金
（令和6年度）

熊野市
熊野市井戸町796

87,500 森林整備に不可欠
な林道の開設に要
する経費を補助す
る。

（目的・理由）
森林の適正な維持管理による
公益的機能の高度発揮を図る
ため林道の開設を実施する。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

（政策）
農林水産業
（施策）
林業の振興と森林づく
り
（目標）
「緑の循環」の推進と県
産材の利用の促進

国庫補助により実施
する公共事業であ
り、本事業の実施に
あたっては多額の経
費を必要とすることか
ら、事業主体は補助
金によらなければ、
実施が困難である。

治山林道
課

16
(137)

配合飼料価格高
騰対策緊急支援
事業費助成金
（令和5年度）

尾鷲物産株式会社
尾鷲市林町1-33

74,609 配合飼料の価格高
騰により、経営が
逼迫している魚類
養殖者の負担軽減
を図るため、漁業
経営セーフティー
ネット構築事業に
加入している魚類
養殖業者に対し、
負担金の一部を助
成する。

（目的・理由）
配合飼料価格が高騰し、魚類
養殖業者の経営が逼迫してい
る中、今後もさらなる価格の高
騰が予想されることから、緊急
的に支援を行い、経営の安定
化を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

（政策）
農林水産業
（施策）
水産業の振興
（目標）
多様な担い手の確保・
育成と経営力の強化

魚類養殖にかかる経
費の大部分を占める
配合飼料価格が急騰
しており、経営の安定
化を図るためには補
助金の交付以外に有
効な方法はない。

水産振興
課

農林水産部　5



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：農林水産部）

17
(135)

水産物供給基盤
機能保全事業費
補助金
（令和6年度）

鳥羽市
鳥羽市鳥羽3丁目
1-1

120,000 効率的で効果的な
漁港施設の更新を
図るため、施設の
機能診断を行い策
定した機能保全計
画に基づく漁港施
設の保全工事を行
う市町に補助する｡

（目的・理由）
これまでに整備されてきた漁港
施設の健全度を把握し、計画的
な修繕及び保全工事を行うこと
により、当該漁港施設を長寿命
化し、ライフサイクルコストの最
小化を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

（政策）
農林水産業
（施策）
水産業の振興
（目標）
災害に強く生産性が高
い水産基盤の整備と活
力ある漁村の構築

本事業の実施にあ
たっては多額の経費
を必要とすることか
ら、事業主体は補助
金によらなければ、
実施が困難である。

水産基盤
整備課

農林水産部　6



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

変更前 変更後

14
(1)

農地中間管理機
構事業費補助金
（令和5年度）

公益財団法人三
重県農林水産支
援センター
松阪市嬉野川北
町530

農地中間管理事
業の実施及び運営
に必要な経費を助
成する。

98,282 89,093 事業内容の精査による減額 担い手支
援課

15
(1)

肥料価格高騰対
策緊急支援事業
費補助金
（令和5年度）

三重県農業再生
協議会
津市広明町13

肥料価格の高騰に
より経営が圧迫さ
れている農家に対
して、国が行う支
援措置にあわせ
て、農家負担分の
一部を緊急に支援
する。

136,304 136,301 同上 同上

16
(8)

産地生産基盤パ
ワーアップ事業
費補助金
（令和5年度）

津市
津市西丸之内
23-1

収益力向上を目的
に地域の営農戦略
として定めた「産地
パワーアップ計画」
に基づき、施設整
備、機械のリース、
生産資材の導入
等を支援する。

138,250 130,757 入札差金による事業費の減額 農産園芸
課

課（室）名 備考変更の内容及び理由番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所
事業内容

交付決定額

農林水産部　7



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

変更前 変更後
課（室）名 備考変更の内容及び理由番号 補助金等の名称

補助事業者の氏名
及び住所

事業内容
交付決定額

17
(5)

飼料価格高騰緊
急対策事業費補
助金
（令和5年度）

一般社団法人三
重県配合飼料価
格安定基金協会
津市栄町2丁目
364番地サニーハ
イツ205号

県内に農場等を有
している畜産農家
に対し、配合飼料・
粗飼料の購入にか
かる経費の一部を
緊急に支援する。

640,000 1,152,797 事業費の確定による増額 畜産課

18
(5)

同上 一般社団法人三
重県畜産協会
津市桜橋1丁目
649

同上 80,582 95,988 同上 同上

19
(6)

同上 三重県酪農農業
協同組合
松阪市嬉野下之
庄町753

同上 88,906 109,198 同上 同上

20
（6)

同上 ＪＡ全農くみあい飼
料株式会社東日
本事業本部東海
支店
愛知県知多市北
浜町16

同上 123,822 229,485 同上 同上

21
(16)

三重用水施設管
理費負担金
（令和5年度）

独立行政法人水
資源機構
埼玉県さいたま市
中央区新都心
11-2

農水・上水・工水
の多目的大規模
利水事業として整
備され、独立行政
法人水資源機構
が管理する三重用
水における農業用
水の管理に要する
経費を負担する。

120,755 120,736 管理・点検内容の見直しによ
る減額

農業基盤
整備課

農林水産部　8



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の方
法の可能性

課（室）名 備考

1
(1)

四日市港管理組
合県負担金
(令和6年度）

四日市港管理組合
四日市市霞2丁目
1-1

1,684,073 港湾法の規定によ
る港湾管理者の業
務に対する県負担
金を交付する。

（目的・理由）
三重県は四日市港管理組合の
組織団体として必要な経費を負
担する。
（根拠）
四日市港管理組合規約第１７
条第２項（経費支弁の方法）

（政策）
産業振興
（施策）
企業誘致の推進と県内
再投資の促進
（目標）
四日市港の機能充実と
活用

四日市港管理組合規約
で「組織団体が負担す
る」と定められているた
め、負担金以外の方法
では交付が困難である。

雇用経済
総務課

2
(2)

運輸事業振興助
成交付金
(令和6年度）

一般社団法人三重
県トラック協会
津市栄町一丁目
941

485,466 輸送力の確保、輸
送サービスの改
善、環境保全・交
通安全対策、公共
共同施設の整備等
の諸事業に要する
経費を交付する。

（目的・理由）
バス事業及びトラック事業の公
共性に鑑み、その輸送力の確
保、輸送サービスの改善、安全
運行の確保等を図る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金等交付
要綱

（政策）
産業振興
（施策）
中小企業・小規模企業
の振興
（目標）
中小企業・小規模企業
の経営支援

運輸事業の振興の助成
に関する法律（平成２３
年法律第１０１号）に基
づき、各都道府県知事に
交付することが求められ
ている交付金であり、他
方法ではかえがたい。

同上

3
(6)

石油貯蔵施設立
地対策等交付金

四日市市
三重県四日市市諏
訪町１番５号

111,288 石油貯蔵施設の設
置に伴って整備す
ることが必要と認
められる公共用の
施設・設備の整備
に対し補助する。

（目的・理由）
石油貯蔵施設の周辺地域にお
ける住民福祉の向上を図ること
により石油貯蔵施設設置の円
滑化を図る。
（根拠）
・特別会計に関する法律・同法
律施行令
・補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律・同法
律施行令
・石油貯蔵施設立地対策等交
付金交付規則
・雇用経済部関係補助金等交
付要綱
・三重県石油貯蔵施設立地対
策等交付金交付要領

（政策）
産業振興
（施策）
ものづくり産業の振興
（目標）
新エネルギーの導入促
進

石油貯蔵施設立地市町
にとって、消防設備等の
整備は多額の経費がか
かるため、石油貯蔵施設
立地対策等交付金が不
可欠である。

新産業振
興課

雇用経済部　1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の方
法の可能性

課（室）名 備考

4
(17)
(19)

三重県中小企業
支援センター等
事業費補助金
（令和6年度）

公益財団法人三重
県産業支援セン
ター
津市栄町1丁目891
番地

215,883 公益財団法人三重
県産業支援セン
ターが、中小企業
の経営資源強化及
び経営革新等の取
組を促進するため
に実施するワンス
トップ・サービス型
の支援事業に要す
る経費を補助す
る。

（目的・理由）
中小企業の経営資源を強化
し、経営革新等の取組を促進
するために公益財団法人三重
県産業支援センターが実施す
る事業に必要な補助を行い、活
力ある地域経済社会の構築に
寄与する。
（根拠）
雇用経済部関係補助金等交付
要綱

（政策）
産業振興
（施策）
中小企業・小規模企業
の振興
（目標）
中小企業・小規模企業
の経営支援

公益財団法人三重県産
業支援センターの自己
財源（基金果実、受益者
負担金等）では、必要な
事業費の確保が困難で
あり、補助金の交付が不
可欠である。

中小企
業・サービ
ス産業振
興課

5
(15)

小規模事業支援
費補助金
（令和6年度）

三重県商工会連合
会
津市栄町1丁目891
番地

825,015 商工会、商工会議
所、商工会連合会
が経営指導員等を
設置し、小規模事
業者等の経営・技
術の改善、発達等
を支援する事業に
要する経費を補助
する。

（目的・理由）
商工会・商工会議所による小規
模事業者等の経営・技術の改
善、発達を支援するとともに、
三重県商工会連合会による商
工会に対する指導の充実を図
り、もって小規模事業者の振興
と安定に寄与する。
（根拠）
雇用経済部関係補助金等交付
要綱

同上 経営資源の限られた小
規模事業者等の経営・
技術の改善、発達を図る
ためには、経営指導員
等が設置された商工会
等を活用することが効果
的、効率的であり、補助
金の交付が不可欠であ
る。

同上

6
(15)

同上 四日市商工会議所
四日市市諏訪町2
番5号

70,377 同上 同上 同上 同上 同上

7
(15)

同上 津商工会議所
津市丸之内29番14
号

87,266 同上 同上 同上 同上 同上

雇用経済部　2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の方
法の可能性

課（室）名 備考

8
(16)

中小企業連携組
織対策事業費補
助金（令和6年
度）

三重県中小企業団
体中央会
津市栄町1丁目891
番地

404,746 三重県中小企業
団体中央会が行う
中小企業の組織
化、中小企業団体
の育成指導のため
の窓口相談、巡回
指導、専門家によ
る指導等の事業に
要する経費を補助
する。

（目的・理由）
中小企業者の連携組織の推進
と事業協同組合等の指導育成
により、中小企業の地位の向
上を図る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金等交付
要綱

（政策）
産業振興
（施策）
中小企業・小規模企業
の振興
（目標）
中小企業・小規模企業
の経営支援

中小企業者の連携組織
の推進並びに事業協同
組合等の運営指導及び
活性化には、指導員が
設置された三重県中小
企業団体中央会を活用
することが効果的、効率
的であり、補助金の交付
が不可欠である。

中小企
業・サービ
ス産業振
興課

9
(16)

三重県中小企業
融資制度利子補
給補助金
（令和5年度）

株式会社三十三銀
行
四日市市西新地7
番8号

806,823 三重県中小企業融
資制度に係る利息
の軽減に要する経
費を補助する。

（目的・理由）
三重県中小企業融資制度利用
者の利息の軽減を図る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金等交付
要綱

（政策）
産業振興
（施策）
中小企業・小規模企業
の振興
（目標）
資金調達の円滑化

県の中小企業金融対策
として、取扱金融機関に
利子の補填を行い、金
利を引下げることで、利
用者負担を軽減し、中小
企業金融の円滑化を
図っており、補助金等の
交付が不可欠である。

同上

10
(16)

同上 株式会社中京銀行
愛知県名古屋市中
区栄3丁目33番13
号

127,055 同上 同上 同上 同上 同上

11
(16)

同上 株式会社百五銀行
津市岩田21番27号

1,060,516 同上 同上 同上 同上 同上

12
(16)

同上 桑名三重信用金庫
桑名市大央町20

291,605 同上 同上 同上 同上 同上

13
(16)

同上 北伊勢上野信用金
庫
四日市市安島2丁
目2番3号

220,778 同上 同上 同上 同上 同上

雇用経済部　3



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の方
法の可能性

課（室）名 備考

14
(15)
(46)

信用保証協会保
証料軽減補助金
（令和5年度）

三重県信用保証協
会
津市桜橋3丁目399
番地

2,203,563 三重県中小企業融
資制度に係る保証
料の軽減に要する
当該保証料を補助
する。

（目的・理由）
三重県中小企業融資制度利用
者の保証料の軽減を図る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金等交付
要綱

（政策）
産業振興
（施策）
中小企業・小規模企業
の振興
（目標）
資金調達の円滑化

県の中小企業金融対策
として、信用保証協会に
保証料の補填を行い、
保証料を引き下げること
で、利用者負担を軽減
し、中小企業金融の円滑
化を図っており、補助金
等の交付が不可欠であ
る。

中小企
業・サービ
ス産業振
興課

15
(14)

三重県中小企業
支援ネットワーク
推進事業費補助
金
（令和6年度）

三重県信用保証協
会
津市桜橋3丁目399
番地

109,940 コーディネーターに
よる伴走型支援及
び、本格的な経営
改善支援を行うた
めの専門家派遣に
要する費用を補助
する。

（目的・理由）
「新型コロナウイルス感染症対
応資金」等を利用している中小
企業・小規模企業が順調に借
入を返済し、事業を発展的に継
続できるよう経営改善を支援す
る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金等交付
要綱

同上 中小企業が経営改善を
進めるうえで伴走支援者
となる金融機関・商工団
体等の存在が必要であ
る。保証協会に配置した
コーディネーターが中心
となって伴走支援者と協
力し、専門家派遣を活用
するなどして行動計画を
策定し、一歩先を見据え
た経営改善の実行性を
高め、将来的な伴走支
援体制の定着へとつな
げるためには、補助金の
交付が不可欠である。

同上

16
(33)

成長産業立地補
助金

豊臣機工株式会社
愛知県安城市今本
町東向山7番地

96,721 成長産業（高度部
材産業）に関する
施設等の立地に対
して補助する。
いなべ部品工場、
桑名工場
業種：自動車部品
製造業

（目的・理由）
成長産業における設備投資等
に対して補助することにより雇
用の確保及び地域産業の高度
化を実現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条例

（政策）
産業振興
（施策）
企業誘致の推進と県内
再投資の促進
（目標）
付加価値創出に向けた
企業誘致

本県への企業誘致を実
現するための優遇措置
として補助金以外の方法
での事業実施は極めて
困難である。

企業誘致
推進課

雇用経済部　4



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

変更前 変更後

1
(1)

四日市港管理組
合県負担金
（令和5年度）

四日市港管理組
合
四日市市霞2丁目
1-1

港湾法の規定によ
る港湾管理者の業
務に対する県負担
金を交付する。

1,583,611 1,568,844 四日市港管理組合一般会計
補正予算において、歳出の減
額補正を行ったことに伴い、県
負担金が減額となったため。

雇用経済
総務課

2
(2)

運輸事業振興助
成交付金
（令和5年度）

一般社団法人三
重県トラック協会
津市栄町一丁目
941

輸送力の確保、輸
送サービスの改
善、環境保全・交
通安全対策、公共
共同施設の整備
等の諸事業に要す
る経費を交付す
る。

486,131 486,131 交付金事業に要する経費の
配分において、2割以上の変
更があったため。

同上

3
(1)

貨物自動車運送
事業者燃料高騰
対策補助金
（令和5年度）

同上 燃料価格高騰の
影響を直接受ける
県内の貨物自動
車運送事業者の
事業の維持を図る
ため、燃料費高騰
分の一部を支援す
る事業に要する経
費を補助する。

409,694 409,694 交付金事業に要する事務費
が増加したため、補助事業の
経費配分の変更を行ったた
め。

同上

4
(4)

三重県中小企業
支援センター等
事業費補助金
（令和5年度）

公益財団法人三
重県産業支援セン
ター
津市栄町1丁目
891番地

公益財団法人三
重県産業支援セン
ターが、中小企業
の経営資源強化
及び経営革新等の
取組を促進するた
めに実施するワン
ストップ・サービス
型の支援事業に要
する経費を補助す
る。

850,712 1,050,296 生産性向上・業態転換補助金
の実施にかかる補正予算に
伴う増額等。

中小企
業・サービ
ス産業振
興課

課（室）名 備考番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所
事業内容

交付決定額
変更の内容及び理由

雇用経済部　5



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

変更前 変更後
課（室）名 備考番号 補助金等の名称

補助事業者の氏名
及び住所

事業内容
交付決定額

変更の内容及び理由

5
(13)

小規模事業支援
費補助金
（令和5年度）

三重県商工会連
合会
津市栄町1丁目
891番地

商工会、商工会議
所、商工会連合会
が経営指導員等を
設置し、小規模事
業者等の経営・技
術の改善、発達等
を支援する事業に
要する経費を補助
する。

802,935 812,010 事業進捗に伴う所要見込額精
査による変更。

中小企
業・サービ
ス産業振
興課

6
(13)

同上 津商工会議所
津市丸之内29番
14号

同上 93,905 95,241 同上 同上

7
(14)

中小企業連携組
織対策事業費補
助金（令和5年
度）

三重県中小企業
団体中央会
津市栄町1丁目
891番地

三重県中小企業
団体中央会が行う
中小企業の組織
化、中小企業団体
の育成指導のため
の窓口相談、巡回
指導、専門家によ
る指導等の事業に
要する経費を補助
する。

101,413 196,136 同上 同上

雇用経済部　6



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：病院事業庁）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

1
(1)

政策的医療交付
金
（令和6年度）

公益社団法人地域
医療振興協会
東京都千代田区平
河町二丁目6番3号

589,417 三重県立志摩病院
（以下「志摩病院」
という。）の指定管
理者である公益社
団法人地域医療振
興協会が志摩病院
において政策的医
療を実施するため
の経費として交付
金を交付する。

（目的・理由）
地方公営企業法等で定める一
般会計が負担すべき経費として
当該交付金を指定管理者に交
付することで安定的な政策的医
療の実施を担保する。
（根拠）
三重県立志摩病院の管理運営
に関する基本協定書

（政策）
医療・介護・健康
（施策）
地域医療提供体制の
確保
（目標）
県立病院による良質で
満足度の高い医療サー
ビスの提供

志摩地域の中核病院
である志摩病院を指
定管理者が、安定
的・継続的に運営す
るためには、必要と
なる経費に対し、交
付金を交付すること
が適当である。

県立病院
課

病院事業庁　1



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：病院事業庁）  (単位：千円)

変更前 変更後

1
(1)

政策的医療交付
金
（令和5年度）

公益社団法人地
域医療振興協会
東京都千代田区
平河町二丁目6番
3号

三重県立志摩病
院（以下「志摩病
院」という。）の指
定管理者である公
益社団法人地域
医療振興協会が
志摩病院において
政策的医療を実施
するための経費と
して交付金を交付
する。

606,879 620,094 所要経費の精査による増額 県立病院
課

課（室）名 備考番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所
事業内容

交付決定額
変更の内容及び理由

病院事業庁　2




